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令和元年 7月 26日 

 国土交通省 

内閣府  

 

令和元年度 港湾、空港における発注者支援業務の発注状況【全国】（4月期） 

 

１．分析条件 

発注状況の報告については、公共サービス改革法に基づく民間競争入札実施前の平成 23年度及び

平成 30年度と令和元年度の発注状況について報告するものとする。 

   ・H30及び R01とも、4月の 1カ月で契約に至ったデータ 

   ・複数年契約での金額は、全体契約額のうちの該当年の年割額で整理 

   ・8地方整備局の他、北海道開発局及び内閣府沖縄総合事務局を含むデータ 

 

２．令和元年度の契約等の傾向 

 １）契約件数及び支出金額 

令和元年度 4月期の発注件数及び支出金額は、平成 30年度複数契約として履行している業務を、引

き続き令和元年度でも実施していることに伴い、平成 30年度と比較すると、減少している。 

  

 件数（件） 金額（百万円） 

R01 H30 H23 R01／H30 R01 H30 H23 R01／H30 

発注者支援業務 88 101 141 0.87 4,221 5,135 5,012 0.82  

※複数年度契約の業務の金額は、年割額の集計  

※平成 24年度から市場化テスト開始 

 

 ２）契約相手別の受注割合状況（参考） 

令和元年度における（一財）港湾空港総合技術センター（以下、「ＳＣＯＰＥ」という）の受注割合

は、平成 30年度及び平成 23年度と比較すると、件数ベース、金額ベース共に増加した。一方、令和元

年度における民間企業の受注割合については、平成 30年度と比較すると、件数ベース、金額ベース共

増加し、平成 23年度と比較すると、件数ベースでは同程度、金額ベースでは増加した。 

 

 件数ベース 

 ＳＣＯＰＥ 
ＪＶ（ＳＣＯＰＥ 

＋民間） 
民間企業 計 

発注者 

支援業務 

R01 58％(51 件) 7％(6 件) 35％(31 件) 88 件 

H30 50％(51 件) 17％(17 件) 33％(33 件) 101 件 

H23 52％(73 件) 13％(19 件) 35％(49 件) 141 件 

 

金額ベース 

 

 ＳＣＯＰＥ 
ＪＶ（ＳＣＯＰＥ 

＋民間） 
民間企業 計 

発注者 

支援業務 

R01 53％(2,238百万円) 9％(369百万円) 38％(1,614百万円) 4,221 百万円 

H30 42％(2,153百万円) 27％(1,364百万円) 31％(1,618百万円) 5,135 百万円 

H23 46％(2,308百万円) 20％(986百万円) 34％(1,718百万円) 5,012 百万円 

資料２－１ 
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３）年度別の業務履行状況 

令和元年度に履行中の業務件数及び支出額について、平成 30年度と比較したところ、件数ベース、

金額ベース共に増加した。 

 
年度別業務履行件数 

 件数（件） 

平成 23年履行 H30年履行 R01年履行 R01/H30 

H23発注 H29複数年 H30発注 H30複数年 R01発注 (B)/(A) 

発注者支援業務 141 34 101 57 88 1.07 

 141 135 (A) 145 (B) 1.07 

 

年度別支出額                               

 金額（百万円） 

平成 23年履行 H30年履行 R01年履行 R01/H30 

H23発注 H29複数年 H30発注 H30複数年 R01発注 (B)/(A) 

発注者支援業務 5,012 2,314 5,135 3,905 4,221 1.09 

 5,012 7,449（A） 8,126（B） 1.09 

 

４）年度別の業務履行状況における契約相手別の受注割合状況（参考） 

年度別の業務履行状況におけるＳＣＯＰＥの受注割合は、民間競争入札導入前の平成 23年度と比較す

ると、件数ベースでは同程度、金額ベースでは減少した。一方、民間企業の受注割合は、件数ベース、金

額ベース共に民間競争入札導入前の平成 23年度と比較すると増加した。 

 

 履行件数ベース 

 ＳＣＯＰＥ 
ＪＶ（ＳＣＯＰＥ 

＋民間） 
民間企業 計 

発注者 

支援業務 

R01 52％(75 件) 12％(18 件) 36％(52 件) 145 件 

H30 49％(66 件) 15％(21 件) 36％(48 件) 135 件 

H23 52％(73 件) 13％(19 件) 35％(49 件) 141 件 

 

 履行金額ベース 

 

 

 

 

 

 

 ＳＣＯＰＥ 
ＪＶ（ＳＣＯＰＥ 

＋民間） 
民間企業 計 

発注者 

支援業務 

R01 
42％ 

(3,419百万円) 

21％ 

(1,728百万円) 

37％ 

(2,980百万円) 
8,126 百万円 

H30 
40％ 

(2,994百万円) 

22％ 

(1,671百万円) 

38％ 

(2,784百万円) 
7,449 百万円 

H23 
46％ 

(2,308百万円) 

20％ 

(986百万円) 

34％ 

(1,718百万円) 
5,012 百万円 
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３．競争性の改善状況 

 １）平均応札者数の推移 

  令和元年度の平均応札者数は、単年度契約 1.3者であり、平成 30年度比較すると、増加した。ま

た、複数年契は約 1.1者であり、平成 30年度と比較すると、同程度であった。 

 

 平成 23 年度 平成 30 年度 令和元年度 

(単年度) (単年度) (複数年) (単年度) (複数年) 

発注者支援業務 1.6 1.1 1.1 1.3 1.1 

 

 ２）１者応札割合の推移 

  令和元年度の 1者応札割合は、単年度契約で 85％、複数年契約では 92％と、平成 30年度契約と比較

すると、単年度契約は減少した、一方で、複数年契約は増加した。 

 

 平成 23 年度 平成 30 年度 令和元年度 

(単年度) (単年度) (複数年) (単年度) (複数年) 

発注者支援業務 65％ 89％ 88％ 85％ 92％ 

 

３）契約相手別の１者応札割合状況（参考） 

  令和元年度における契約相手別の 1者応札割合は、平成 30年度契約と比較すると、単年度契約にお

いては、ＳＣＯＰＥとＪＶ（ＳＣＯＰＥ＋民間）は同程度であり、民間企業は減少した。 

複数年契約については、ＳＣＯＰＥとＪＶ（ＳＣＯＰＥ＋民間）は同程度であり、民間企業は増加し

た。 

 

単年度契約 

 ＳＣＯＰＥ 
ＪＶ（ＳＣＯＰＥ 

＋民間） 
民間企業 計 

発注者支援業務 

R01 96％(26 件) 100％(3 件) 50％(5 件) 85％(34 件) 

H30 96％(26 件) 100％(5 件) 67％(8 件) 89％(39 件) 

H23 86％(63 件) 74％(14 件) 31％(15 件) 65％(92 件) 

 

複数年契約 

 ＳＣＯＰＥ 
ＪＶ（ＳＣＯＰＥ 

＋民間） 
民間企業 計 

発注者支援業務 
R01 100％(24 件) 100％(3 件) 81％(17 件) 92％(44 件) 

H30 100％(24 件) 100％(12 件) 67％(14 件) 88％(50 件) 
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 ４）地域別及び業務分野別の１者応札状況 

  業務特性では、発注補助業務、技術審査補助業務、品質監視補助及び施工状況確認補助業務について

は、１者応札率が高い傾向である。一方で、監督補助業務の単体または組み合わせ業務では 1者応札 

率が低い傾向がある。 

 

 

 
 
 
 

 

 

  

１者応札の地域別状況

件数 全件数 比率

R01 14 19 74%

H30 15 19 79%

H23 12 18 67%

R01 3 4 75%

H30 11 12 92%

H23 5 9 56%

R01 16 16 100%

H30 13 13 100%

H23 14 17 82%

R01 2 2 100%

H30 7 9 78%

H23 9 11 82%

R01 6 6 100%

H30 6 6 100%

H23 8 12 67%

R01 4 5 80%

H30 4 4 100%

H23 7 10 70%

R01 9 10 90%

H30 8 10 80%

H23 14 18 78%

R01 3 4 75%

H30 4 5 80%

H23 5 8 63%

R01 11 12 92%

H30 9 10 90%

H23 8 27 30%

R01 10 10 100%

H30 12 13 92%

H23 10 11 91%

R01 78 88 89%

H30 89 101 88%

H23 92 141 65%

１者応札の業務別状況

件数 全件数 比率 件数 全件数 比率 件数 全件数 比率 件数 全件数 比率
R01 19 19 100% 7 7 100% 13 18 72% 12 12 100%
H30 14 14 100% 8 8 100% 16 20 80% 16 16 100%
H23 22 22 100% 8 8 100% 9 27 33% 20 21 95%

件数 全件数 比率 件数 全件数 比率 件数 全件数 比率 件数 全件数 比率 件数 全件数 比率 件数 全件数 比率
R01 5 6 83% 3 3 100% 12 13 92% 7 10 70% 27 32 84% 78 88 89%
H30 5 7 71% 9 9 100% 13 17 76% 8 10 80% 35 43 81% 89 101 88%
H23 8 25 32% 18 29 62% 3 3 100% 4 6 67% 33 63 52% 92 141 65%

関東

合計
ブロック 　年度

北海道

東北

沖縄

全国

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州

全国

ブロック 年度

ブロック 年度
①＋③ ①＋④ ①＋③＋④ ③＋④

全国

①発注補助業務 ②技術審査補助業務 ③監督補助業務
④品質監視補助及び施工状

況確認補助業務

組み合わせ合計
計

その他（組み合わせ業務）
発注者支援業務
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 ５）競争性の改善に向けた要件緩和等の効果 

  令和元年度契約業務における要件緩和については、以下のとおり、これまでのものに加え、管理技術

者の地域精通度の評価の加点に係る緩和を実施したが、競争性の改善に大きな変化は見られなかった。 

 

  令和元年度発注者支援業務における要件緩和等 

緩和要件等 業務分野 内容 備考 

業務実績 全業務共通 企業及び管理技術者に求める実績要件の期間を

過去 10 年から 15 年へ延長 

 

管理技術者又

は担当技術者

等の資格要件 

全業務共通 管理技術者の類似業務実績について、設計又は施

工に関する業務に加えて、監理技術者として従事し

た港湾・空港の工事を業務として認めることを追加 

 

  管理技術者の同種業務実績について、発注者支援

業務に加えて、設計又は施工に関する業務、監理

技術者として従事した港湾・空港の工事を業務とし

て認めることを追加し、類似業務について、建設コ

ンサルタント業務又は測量・調査業務若しくはこれ

らに準じた業務へと拡大 

 

 発注補助業務、 

技術審査補助 

業務 

担当技術者の資格について、管理技術者に必要と

される同種・類似業務と同様の実務経験として、主

任技術者として従事した工事を認める 

その他の業

務分野は既

に措置済み 

  １つの履行場所において、担当技術者を複数名配

置する場合、１名のみ資格要件を満たさなくとも配

置可能 

 

ＪＶ参入の促

進 

全業務共通 入札参加に関する事項について、ＪＶとして認める

業務の区分を明示 

 

管理技術者の

地域精通度の

評価 

監督補助業務、

品質監視補助

及び施工状況確

認補助業務 

業務実績の評価について、当該整備局管内におけ

る①同種、②類似業務実績から、当該整備局管内

における①同種、②類似業務実績及び当該整備局

管外（隣接する整備局）における③同種、④類似業

務実績へと緩和 

① 整備局内における同種業務実績 

② 整備局内における類似業務実績 

から 

① 整備局内における同種業務実績 

② 整備局内における類似業務実績 

③ 当該整備局管外（隣接する整備局）における同

種業務実績 

④ 当該整備局管外（隣接する整備局）における類

似業務実績                 に緩和 

 

令和元年度

から 
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４．平均落札率の状況 

平均落札率については、平成 30年度とほぼ同様であった。また、平成 23年度と比べると、ＳＣＯＰ

Ｅ及びＪＶはやや低下している一方で、民間企業は高くなっており、ＳＣＯＰＥと民間企業との差は縮

まっている。 

 

契約相手別の平均落札率の推移 

 ＳＣＯＰＥ 
ＪＶ（ＳＣＯＰＥ 

＋民間） 
民間企業 計 

発注者支援業務 R01 93％ 93％ 89％ 92％ 

H30 94％ 92％ 89％ 92％ 

H23 96％ 96％ 85％ 92％ 

 

１者応札における契約相手別の平均落札率の推移 

 ＳＣＯＰＥ 
ＪＶ（ＳＣＯＰＥ 

＋民間） 
民間企業 計 

発注者支援業務 R01 93％ 93％ 91％ 93％ 

H30 94％ 92％ 91％ 93％ 

H23 97％ 97％ 88％ 95％ 

 

複数応札における契約相手別の平均落札率の推移 

 ＳＣＯＰＥ 
ＪＶ（ＳＣＯＰＥ 

＋民間） 
民間企業 計 

発注者支援業務 R01 89％ － 85％ 85％ 

H30 94％ － 85％ 86％ 

H23 88％ 93％ 83％ 85％ 

  

業務分野別の平均落札率の推移 

 H23 H30 R01 

発注者支援業務 92％ 92％ 92％ 

① 発注補助業務 96％ 95％ 95％ 

② 技術審査補助業務 98％ 94％ 94％ 

③ 監督補助業務 86％ 91％ 90％ 

④ 品質監視補助及び施工状況確認補助業務 96％ 92％ 92％ 
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５．複数年度業務の導入効果 

令和元年度契約業務は、全体件数の 55％で複数年契約を実施している。 

令和元年度契約業務においては、単年度契約業務のうち 85％、複数年度契約の業務のうち 92％が 1

者応札であり、また、民間競争入札導入前の平成 23年度と比較して、増加したことから、1者応札割合

の改善の面では複数年度業務の導入効果は見られない。 

 

 １者応札 複数応札 計 

単年度契約 

R01 85％(34 件) 15％(6 件) 40 件 

H30 89％(39 件) 11％(5 件) 44 件 

H23 65％(92 件) 35％(49 件) 141 件 

複数年契約 

R01 92％(44 件) 8％(4 件) 48 件 

H30 88％(50 件) 12％(7 件) 57 件 

H23 - - - 

計 

R01 89％(78 件) 11％(10 件) 88 件 

H30 88％(89 件) 12％(12 件) 101 件 

H23 65％(92 件) 35％(49 件) 141 件 

 

 

６．令和元年度の入札結果を踏まえた今後の対応 

令和元年度の発注において、民間企業の受注割合は、平成 30年度と比較して増加したが、１者応札割

合は、平成 30年度と比べて若干増加しており、競争性の改善は見られなかった。 

今後の競争性の改善に向けた対策については、民間企業への具体的な要件の緩和等に関するアンケー

ト調査等を実施し、今後の対応を検討することを考えている。 

 

 

 



令和元年度　港湾・空港における発注者支援業務　入札公告及び入札結果 別紙

※平成31年4月期に契約した業務を対象。
※複数年契約（2年国債）の場合、業務量、契約期間等は複数年分のボリュームを記載。

業務発注担当部署

東北 八戸港湾・空港整備事務所 八戸港監督補助業務 22 24 12 単年度 H31.4.1 R2.3.27 H30.12.27 34,155 1 （株）ポルテック

東北 釜石港湾事務所 久慈港監督補助業務 18 24 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.29 H30.12.27 35,849 2 (株)ポルテック

東北 塩釜港湾・空港整備事務所 仙台塩釜港発注補助業務 8 3 5 単年度 H31.4.1 R2.3.23 H30.12.27 14,399 1 ＳＣＯＰＥ

東北 港湾空港部 東北地方整備局管内技術審査補助業務 40 28 400 単年度 H31.4.1 R2.3.23 H30.12.27 23,100 1 ＳＣＯＰＥ

関東 鹿島港湾・空港整備事務所 鹿島港他監督補助業務 29 48 12 単年度 H31.4.1 R2.3.31 H30.12.26 79,200 1 ニシキコンサルタント（株）

関東 鹿島港湾・空港整備事務所 鹿島港施工状況等確認補助業務 27 48 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.27 79,860 1 （株）シーラム

関東 鹿島港湾・空港整備事務所 鹿島港他発注補助業務 26 11 15 単年度 H31.4.1 R2.3.31 H30.12.26 23,100 1 ＳＣＯＰＥ

関東 鹿島港湾・空港整備事務所 茨城港施工状況等確認補助業務 14 48 12 単年度 H31.4.1 R2.3.31 H30.12.27 75,900 1 ＳＣＯＰＥ

関東 千葉港湾事務所 千葉港他施工状況等確認補助業務 15 24 15 48 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.26 80,190 1 ＳＣＯＰＥ

関東 千葉港湾事務所 千葉港発注補助業務 12 2 10 単年度 H31.4.1 R2.3.31 H30.12.26 12,540 1 ＳＣＯＰＥ

関東 東京港湾事務所 東京港施工状況等確認補助業務 8 168 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.27 245,300 1 ＳＣＯＰＥ

関東 東京港湾事務所 東京港監督補助業務 8 72 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.27 118,800 1 株式会社ポルテック

関東 京浜港湾事務所 京浜港施工状況等確認補助業務 6 48 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.26 81,400 1 ＳＣＯＰＥ

関東 京浜港湾事務所 京浜港監督補助業務 8 66 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.26 111,100 1 （株）ポルテック

関東 京浜港湾事務所 京浜港監督補助業務（その２） 20 60 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.26 101,530 1 （株）ポルテック

関東 京浜港湾事務所 京浜港発注補助業務 21 9 12 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.26 48,180 1 ＳＣＯＰＥ

関東 東京空港整備事務所 東京国際空港監督補助業務 15 168 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.25 282,700 1 （株）日本空港コンサルタンツ

関東 東京空港整備事務所 東京国際空港監督補助業務（その２） 16 192 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.25 247,500 1 （株）日本空港コンサルタンツ

関東 東京空港整備事務所 東京国際空港発注補助業務 23 10 13 単年度 H31.4.1 R2.3.31 H30.12.25 62,370 1 ＳＣＯＰＥ

関東 港湾空港部 関東地方整備局管内港湾・空港技術審査補助業務 11 55 110 単年度 H31.4.1 R2.3.25 H30.12.26 4,895 1 ＳＣＯＰＥ

北陸 港湾空港部 技術審査補助業務 99 100 990
2年国
債

H31.4.1 R3.3.26 H30.12.26 63,800 1 ＳＣＯＰＥ

北陸 港湾空港部 発注者補助業務 24 24
2年国
債

H31.4.1 R3.3.26 H30.12.26 30,272 1 ＳＣＯＰＥ

中部 清水港湾事務所 清水港湾事務所監督等補助業務 62 144 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.26 232,200 1 マリンテクノロジー（株）

中部 四日市港湾事務所 津松阪港事務所監督等補助業務 9 48 12 単年度 H31.4.1 R2.3.31 H30.12.26 76,788 1 （株）ポルテック

中部 清水港湾事務所 清水港湾事務所品質監視等補助業務 29 48 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.26 81,000 1 ＳＣＯＰＥ・（株）日本港湾コンサルタントJV

中部 四日市港湾事務所 四日市港湾事務所品質監視等補助業務 22 96 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.26 165,240 1 ＳＣＯＰＥ・（株）日本港湾コンサルタントJV

中部 港湾空港部 中部地方整備局発注補助業務 25 25 単年度 H31.4.1 R2.3.31 H30.12.26 62,640 1 ＳＣＯＰＥ

中部 港湾空港部 中部地方整備局技術審査補助業務 43 215 430 単年度 H31.4.1 R2.3.31 H30.12.26 32,940 1 ＳＣＯＰＥ

近畿 神戸港湾事務所 神戸港等監督補助業務 73 96 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.27 163,080 2 （株）ポルテック

近畿 神戸港湾事務所 神戸港等施工状況確認等補助業務 46 46 41 60 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.26 104,220 1 ＳＣＯＰＥ

近畿 神戸港湾事務所 神戸港臨港道路等施工状況確認等補助業務 18 18 16 84 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.26 140,508 1 ＳＣＯＰＥ

近畿 大阪港湾・空港整備事務所 大阪港等監督補助業務 29 103.9 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.27 176,040 1 パシフィックコンサルタンツ（株）

近畿 大阪港湾・空港整備事務所 大阪港等施工状況確認等補助業務 29 29 29 151.9 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.26 249,804 1 ＳＣＯＰＥ・（株）クローバーエンジニアリングＪＶ
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中国 境港湾・空港整備事務所 境港等監督等補助業務 7 7 9 24 12 単年度 H31.4.1 R2.3.31 H30.12.26 36,300 1 ニシキコンサルタント（株）

中国 境港湾・空港整備事務所 浜田港監督等補助業務 13 13 15 48 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.26 78,100 1 （株）エイト日本技術開発

中国 境港湾・空港整備事務所 浜田港施工状況確認等補助業務 15 48 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.26 82,500 1 ＳＣＯＰＥ

中国 宇野港湾事務所 水島港施工状況確認等補助業務 9 48 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.26 82,500 1 ＳＣＯＰＥ

中国 広島港湾・空港整備事務所 広島港等監督等補助業務 19 19 18 72 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.27 105,985 1 （株）ポルテック

中国 広島港湾・空港整備事務所 広島港海岸監督等補助業務 7 7 9 48 24
2年国
債

H31.4.1 R3.3.31 H30.12.27 71,390 1 （株）ポルテック

中国 広島港湾・空港整備事務所 広島港等施工状況確認等補助業務 27 96 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.27 142,175 1 （株）ポルテック

中国 宇部港湾・空港整備事務所 宇部港等監督等補助業務 7 7 9 12 12 単年度 H31.4.1 R2.3.31 H30.12.27 22,880 2 ニシキコンサルタント（株）

中国 宇部港湾・空港整備事務所 宇部港等施工状況確認補助業務 9 12 12 単年度 H31.4.1 R2.3.31 H30.12.27 22,000 1 ＳＣＯＰＥ

中国 港湾空港部 管内技術審査資料作成補助業務 30 150 300 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.26 29,700 1 ＳＣＯＰＥ

四国 高松港湾・空港整備事務所 高松港外施工状況確認等補助業務 16 16 22 24 22 48 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.6 73,548 1 ＳＣＯＰＥ

四国 松山港湾・空港整備事務所 松山港外施工状況確認等補助業務 14 14 10 24 16 96 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.26 169,668 1 ＳＣＯＰＥ

四国 松山港湾・空港整備事務所 松山港外監督等補助業務 6 48 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.26 69,012 2 （株）ポルテック

四国 港湾空港部 管内港湾等発注補助業務 7 7 単年度 H31.4.1 R2.3.25 H31.1.17 9,828 1 ＳＣＯＰＥ

九州 港湾空港部 九州地方整備局管内港湾等発注補助業務 150 150 2年国債 H31.4.1 R3.3.26 H30.12.27 227,016 1 ＳＣＯＰＥ

九州 港湾空港部 九州地方整備局管内空港発注補助業務 34 34 2年国債 H31.4.1 R3.3.26 H30.12.27 96,876 1 ＳＣＯＰＥ

九州 下関港湾事務所 下関港外施工状況確認等補助業務 34 34 34 24 34 48 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.26 H30.12.27 66,420 1 （株）ポルテック

九州 北九州港湾・空港整備事務所 北九州港外施工状況確認等補助業務 42 42 42 24 42 60 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.26 H30.12.27 90,612 1 ＳＣＯＰＥ

九州 博多港湾・空港整備事務所 博多港施工状況確認等補助業務 44 44 44 24 44 96 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.26 H30.12.27 142,560 1 ＳＣＯＰＥ

九州 博多港湾・空港整備事務所 福岡空港施工状況確認等補助業務 16 16 16 12 16 84 12 単年度 H31.4.1 R2.3.27 H30.12.27 131,220 1 ＳＣＯＰＥ

九州 苅田港湾事務所 苅田港施工状況確認等補助業務 22 22 22 24 22 48 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.26 H30.12.27 72,036 1 ＳＣＯＰＥ

九州 別府港湾・空港整備事務所 別府港外施工状況確認等補助業務 34 34 34 24 34 96 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.26 H30.12.27 150,120 1 （株）ポルテック

九州 宮崎港湾・空港整備事務所 宮崎港外施工状況確認等補助業務 14 14 14 24 14 72 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.26 H30.12.27 113,184 1 ＳＣＯＰＥ

九州 関門航路事務所 関門航路施工状況確認等補助業務 27 27 27 24 27 48 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.26 H30.12.27 72,036 1 ＳＣＯＰＥ

九州 博多港湾・空港整備事務所 三池港監督等補助業務 13 13 13 24 24 13 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.26 H30.12.27 34,700 1 （株）ポルテック

九州 宮崎港湾・空港整備事務所 細島港監督等補助業務 13 13 13 24 24 13 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.26 H30.12.27 35,078 2 （株）ポルテック

北開 札幌開発建設部 新千歳空港監督等補助業務 9 58 12 9 11 単年度 H31.4.12 R2.3.23 H31.1.18 112,860 1 ＳＣＯＰＥ

北開 札幌開発建設部 新千歳空港発注補助業務 11 1 10 単年度 H31.4.12 R2.3.23 H31.1.18 36,696 1 ＳＣＯＰＥ

北開 小樽開発建設部 石狩湾新港外１港監督等補助業務 4 8 8 1 8 単年度 H31.4.26 R1.12.25 H31.1.25 26,345 2 ＳＣＯＰＥ

北開 小樽開発建設部 寿都漁港外３港監督等補助業務 4 15.8 8 単年度 H31.4.19 R1.12.25 H31.1.18 28,600 2 北日本港湾コンサルタント(株)

北開 小樽開発建設部 美国漁港外５港発注補助業務 12 6 6 単年度 H31.4.2 R2.3.25 H31.1.7 16,060 1 ＳＣＯＰＥ

北開 函館開発建設部 大島漁港外６港監督等補助業務 8 30 10 8 10 単年度 H31.4.2 R2.2.28 H31.1.4 53,746 1 ＳＣＯＰＥ・マリンシステムＪＶ

北開 室蘭開発建設部 登別漁港外２港監督等補助業務 9 23.2 12 9 12 単年度 H31.4.2 R2.3.26 H31.1.11 43,978 1 ＳＣＯＰＥ・マリンシステムＪＶ

北開 室蘭開発建設部 苫小牧港監督等補助業務 5 11.3 11 5 11 単年度 H31.4.11 R2.3.23 H31.1.11 20,559 1 ＳＣＯＰＥ

北開 室蘭開発建設部 三石漁港外４港監督等補助業務 4 9.5 10 4 10 単年度 H31.4.11 R2.1.20 H31.1.11 17,435 5 北日本港湾コンサルタント(株)

北開 釧路開発建設部 厚岸漁港外２港監督等補助業務 9 23.2 12 9 12 単年度 H31.4.1 R2.3.24 H31.1.7 61,930 3 北日本港湾コンサルタント(株)
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北開 釧路開発建設部 歯舞漁港外８港発注補助業務 37 14 23 単年度 H31.4.1 R2.3.24 H31.1.7 73,359 1 ＳＣＯＰＥ

北開 釧路開発建設部 落石漁港外４港監督等補助業務 9 21.6 12 9 12 単年度 H31.4.1 R2.3.24 H31.1.7 48,092 1 ＳＣＯＰＥ・マリンシステムＪＶ

北開 網走開発建設部 サロマ湖漁港外２港監督補助業務 9 29 12 9 12 単年度 H31.4.1 R2.3.19 H31.1.7 62,975 1 ＳＣＯＰＥ

北開 網走開発建設部 サロマ湖漁港外２港発注補助業務 15 8 7 単年度 H31.4,26 R2.3.19 H31.2.8 23,452 1 ＳＣＯＰＥ

北開 留萌開発建設部 苫前漁港外３港監督等補助業務 8 24 12 単年度 H31.4.1 R2.3.16 H31.1.7 40,227 1 ＳＣＯＰＥ

北開 留萌開発建設部 遠別漁港外５港発注補助業務 16 7 9 単年度 H31.4.17 R2.3.13 H31.1.7 28,897 1 ＳＣＯＰＥ

北開 稚内開発建設部 抜海漁港外５港監督等補助業務 10 22 11 単年度 H31.4.1 R2.2.28 H31.1.7 47,707 2 パシフィックコンサルタンツ(株)

北開 稚内開発建設部 礼文西漁港外３港監督等補助業務 7 21 11 単年度 H31.4,1 R2.2.28 H31.1.7 45,408 1 ＳＣＯＰＥ

北開 稚内開発建設部 礼文西漁港外１０港発注補助業務 10 7 3 単年度 H31.4.1 R2.3.26 H31.1.7 29,788 1 ＳＣＯＰＥ

沖総 平良港湾事務所 平良港発注補助業務 7 7 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.28 45,360 1 ＳＣＯＰＥ

沖総 平良港湾事務所 平良港品質監視等補助業務 15 48 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.28 80,568 1 ＳＣＯＰＥ

沖総 那覇港湾・空港整備事務所 那覇空港監督補助業務 3 12 12 単年度 H31.4.1 R2.3.31 H30.12.28 22,680 1 (株)レキオコンサルタント

沖総 那覇港湾・空港整備事務所 那覇空港品質監視等補助業務 3 12 12 単年度 H31.4.1 R2.3.31 H30.12.28 22,248 1 ＳＣＯＰＥ

沖総 那覇港湾・空港整備事務所 中城湾港発注補助業務 30 30 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.28 65,232 1 ＳＣＯＰＥ

沖総 那覇港湾・空港整備事務所 中城湾港監督補助業務 20 48 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.28 83,700 1 (株)レキオコンサルタント

沖総 那覇港湾・空港整備事務所 那覇港発注補助業務 36 36 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.28 94,824 1 ＳＣＯＰＥ

沖総 那覇港湾・空港整備事務所 那覇港監督補助補助業務 32 48 24 2年国債 H31.4.1 R3.3.31 H30.12.28 83,700 1 (株)レキオコンサルタント

沖総 開発建設部 管内港湾技術審査補助業務 54 270 250 単年度 H31.4.1 R2.3.31 H30.12.26 39,096 1 ＳＣＯＰＥ

沖総 那覇港湾・空港整備事務所 那覇空港滑走路増設技術審査補助業務 10 50 50 単年度 H31.4.1 R2.3.31 H30.12.28 6,804 1 ＳＣＯＰＥ


